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Ⅰ．令和 6年度事業報告書 

 

1．事業概況（令和 6年度を振り返って） 
 

当協会は、明治 37年の創立以来一貫して知的財産権制度の普及に努めており、令和 6年

度においても、我が国科学技術の進歩・発展に貢献するため、引き続き知的財産権制度の

普及啓発・活用等に係る諸事業を積極的に推進した。 

知的財産権制度普及等事業においては、特許公報等の情報提供サービス、知的財産権に

関する研修、図書刊行事業等を行うとともに旧一般財団法人経済産業調査会の一部事業を

引き継ぎ、サービスの一層の充実に努めた。 

受託等事業においては、47 都道府県の知財総合支援窓口に「窓口支援担当者」を配置す

るとともに、東京都港区に窓口を開設し、中小企業等が抱える知的財産に関する相談対応

や支援を行った。また、アジア太平洋地域をはじめとした途上国における知的財産権制度

の普及啓発と人材育成を図るための研修を行った。さらに、一定の条件を満たす研究開発

プロジェクトを推進する大学や研究開発機関等に知財戦略プロデューサーを派遣し、当該

プロジェクト成果の社会実装を見据えた知財戦略の策定、マネジメント等の支援を行った。 

以下、令和 6年度の事業について報告する。 

 

2．役 員 構 成 （令和 7年 3月 31日現在） 
 

      会 長（代表理事）      1名 

      常務理事（業務執行理事） 1 名 

      理 事            9名 

      監 査 役            2名 

 

3．会 員 数 （令和 7年 3月 31日現在） 
 

      205社・名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 3 -



 
 

4．会 議 等 

（1）定時総会 

   日 時  令和 6年 6月 21日 10：30～11：20 

   場 所  虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス 6階研修室 

   議 題  ＜決議事項＞ 

  第 1 号議案 令和 5年度事業報告及び決算承認の件 

         第 2号議案 役員選任の件 

        ＜報告事項＞ 

  令和 6年度事業計画及び同収支予算報告の件 

         令和 5年度公益目的支出計画実施報告書の件 

 

（2）理事会 

  ①日 時  令和 6年 5月 22日 10：55～12：00 

   場 所  虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス 7階会議室 

   議 題  （1）令和 5年度事業報告及び決算（案）について 

（2）役員選任（案）について 

（3）公益目的支出計画実施報告書（案）について 

（4）定時総会の招集（案）について 

報告事項 （1）代表理事等の職務執行状況の報告 

（2）その他  

 

  ②日 時  令和 6年 6月 21日 11：30～11：40 

   場 所  虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス 7階会議室 

   議 題  会長及び常務理事の選定について 

  

  ③日 時  令和 7年 3月 14日 10：55～11：20 

   場 所  虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス 7階会議室 

   議 題  令和 7年度事業計画・同収支予算（案）について 

報告事項 (1) 代表理事等の職務執行状況 

                  (2) その他 

 

5．登 記 事 項 
 

役員変更登記   令和 6年 8月 5日 
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6．組織及び職員数 （令和 7年 3月 31日現在） 

 

機構・組織図 

 

 

 

 

職員数 221名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 5 -



 
 

7．知的財産研究事業（公益目的支出計画において実施する事業） 

（1）知的財産国際交流事業 

① 令和 6 年 5 月、インドネシア大学及びウダヤナ大学の要請により、日本から知的財

産専門家を派遣し、知的財産に関する講演を行うとともに、各大学の法学部教授や学

生等と意見交換を行った。 

② 令和 7 年 2 月、フィリピンにおいて日本及び海外から専門家を招き、「環境課題と知

財／技術のマッチング実現を探る」をテーマに、フィリピンの科学技術省農水産業天

然資源研究開発審議会（DOST-PCAARRD）、知的財産庁（IPOPHL）と共同でセミナ

ーを開催した。また、広く一般に成果を公表するため、セミナーの資料等を当協会ホ

ームページに掲載した。 

 

（2）知的財産に関する判例研究事業 

大学教授、裁判所判事等学識経験者による知的財産権法に係る判例研究会をオンライン

形式で 7 回開催し、その成果を月刊「発明」に発表した。また、開催回数 400 回記念とし

て知的財産高等裁判所所長を招き、最新の知的財産事件の動向に関する特別企画セミナー

を開催した。 

8．知的財産権制度普及等事業 

（1）図書刊行等事業 

知的財産権に係る法律及び条約を掲載した『工業所有権（産業財産権）法令集 第 61 版』

『知的財産権法文集』のほか、令和 5 年の特許法等の一部改正に係る『産業財産権法の解

説』や『知的財産入門 第 4 版』をはじめとする入門書等を幅広く刊行するとともに、月刊

「発明」を発行した。 

 

（2）公報等情報普及事業 

①特許公報類の普及・頒布 

特許庁のインターネット公報データに基づく紙媒体等を発行し、普及・頒布に努めた。 

②公開技報及びホームページ登録サービス 

企業等における研究開発の重複投資の防止と他者の権利化阻止を目的とした「公開技

報 WEBサービス」を提供するとともに、ホームページ登録サービスを実施した。 

令和 6 年度における公開技報及びホームページ登録サービス掲載件数は計 1,022 件で

あった。 

③2024知財・情報フェア＆コンファレンス 

最新の知的財産関連の新製品・新技術情報を展示・紹介するため、 

（一財）日本特許情報機構及び産経新聞社との共催により題記イベントを開催した。 

開催期間 令和 6年 10月 2日～4日 

出展数  141社・団体 

展示会登録入場者  13,032名 
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④現金予納代行サービス 

特許庁に対する出願料等の現金予納を代行するサービスを実施した。 

  ⑤知的財産情報ポータルサイト“知財よろずや” 

企業等の多様な知的財産戦略を支援する知的財産関連情報ポータルサイト“知財よろ

ずや”を運営し、知的財産に関する製品・サービスや国内外のタイムリーな情報を提供

した。 

⑥その他の情報サービス 

企業・弁理士事務所等を対象に、当協会の国内外ネットワークを活用し、海外関連の

知的財産業務支援と多様なニーズに対応した特許・意匠・商標の各種調査・分析・翻

訳・監視等を行う「IPコンサルティング」等を実施した。 

また、国内顧客向けの知的財産関連翻訳サービスを実施した。 

 

（3）知的財産権研修教育事業 

   知的財産権に関する研修等を以下のとおり実施した。 

①オンライン研修 

知的財産権に関する基礎知識から高度な専門的知識の習得、戦略的活用に優れた人

材の育成等を図ることを目的に以下の講座をオンライン形式で計 32回実施した。 

1）知的財産権に関する初歩・基本講座（5講座） 

2）出願実務関連講座（10講座） 

3）調査関連講座（4講座） 

4）ライセンス契約関連講座（2講座） 

5）知的財産戦略関連講座（4講座） 

6）知的財産判例関連講座（2講座） 

7）海外知的財産制度関連講座（5講座） 

②その他の研修 

1）企業等から依頼を受け、オーダーメイドの出張研修を実施した。 

2）会員サービスの一環としてインド特許実務等をテーマに無料オンラインセミナー

を実施した。 

③知的財産権に関する判決速報の発行及び WEBサービスの提供 

最高裁判所、知的財産高等裁判所、東京地方裁判所をはじめ各裁判所における知的

財産権関係の判決を要約し、「知的財産権判決速報」として毎月 1 回発行した。同時に、

判決速報をデータベース化した「判決速報 WEBサービス」を提供した。 

（4）旧経済産業調査会事業 

（一財）経済産業調査会の事業の一部を引き継ぎ、以下の事業を実施した。 

① 知的財産情報メンバーに対して知的財産関係研究論文集「会報・知財ぷりずむ」を月

1回発行し、知的財産に関する総合的かつタイムリーな情報提供を行った。 

② 知的財産の周辺問題と技術開発に関する情報・資料を提供するため、日刊紙「特許 

ニュース」を発行するとともにバックナンバーを Webにて公開した。 
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③ 知的財産関係書籍の管理・販売を行った。 

④ 知的財産制度に関する専門的・実務的な研修を実施した。 

9．受託等事業 

（1）産業財産権人材育成協力事業 

特許庁からの受託事業として、アジア太平洋域内等途上国における産業財産権関連の人

材育成を支援するため、各種研修、長期研究生の受入れ及び帰国研修生のフォローアップ

のための海外セミナーを開催した。 

1）途上国を対象とする人材育成研修の実施（招へい研修・一部オンライン研修） 

① JPO/IPR 研修として、主に知的財産庁職員及び知的財産関係政府職員を対象に 1

週間から 2 週間の研修を 10 回実施した（受講者：42 か国、188 名）。さらに、特許

審査実践研修として、知的財産庁審査官を対象に 6 週間の研修を 1 回実施した（受

講者：15か国、20名）。 

② JPO/IPR 研修として、主に知的財産関係業務に携わる民間実務者を対象に 2 週間

から 4週間の研修を 5回実施した（受講者：29か国、96名）。 

2）長期研究生の受入れ 

ラオス及びバングラデシュから各 1 名の研究生を約 3～4 か月間受入れ、対象国の課

題に基づいた研究活動を支援した。研究生は活動の成果をまとめた論文を作成し、特

許庁 Webサイトにて公表した。 

3）海外セミナーの開催 

次の 2 か国にてセミナーを開催し、日本及び開催国知的財産庁職員が商標制度や審

査実務等について講演した。また、開催に併せて現地同窓生とのグループインタビュー

を行った。 

・マレーシア （開催都市：クアラルンプール、参加者 99名） 

・ベトナム  （開催都市：ハノイ、参加者 147名） 

 

（2）競争的研究費による研究成果の社会実装に向けた知財支援事業（iNat） 

（独）工業所有権情報・研修館からの受託事業として、我が国の競争的研究費制度に基

づく公的資金が投入され、革新的な成果が期待される研究開発プロジェクトを推進する

大学、研究開発機関等及びファンディングエージェンシーに、企業等において豊富な実

務経験を持つ「知財戦略プロデューサー」を派遣し、当該プロジェクト成果の社会実装

を見据えた知財戦略の策定、マネジメント等の支援を行った。（知財戦略プロデューサ

ー：21名 派遣先：上半期 43プロジェクト、下半期 44プロジェクト） 

（3）窓口相談支援事業 

（独）工業所有権情報・研修館からの受託事業として、47 都道府県に（独）工業所有権

情報・研修館が設置する INPIT 知財総合支援窓口に、「窓口支援担当者」を各 2 名配置し、

中小企業等の知的財産に関する相談対応や支援活動、事業成長が見込まれる中小企業の発

掘、特許情報等分析ツールを活用した支援を実施した。また、窓口支援担当者の支援能力

の維持・向上のため、着任時には配置前情報提供を行うとともに、窓口支援担当者全員に

IP ランドスケープ等の各種ツールに関する研修を実施した。加えて、支援内容を精査して

勤務評価（2回/年）を行い、パフォーマンス向上のための業務改善指導等を行った。 
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（4）知財総合支援窓口運営事業（INPIT 東京都知財総合支援窓口） 

（独）工業所有権情報・研修館からの受託事業として、虎ノ門ヒルズ江戸見坂テラス 7

階に INPIT 知財総合支援窓口を開設し、窓口支援担当者、相談対応者及び知財専門家

（弁理士・弁護士）を配置して中小企業等が抱える知的財産に関する相談対応や支援を  

行った。 

 また、知的財産を有効に活用していない、又はこれから知的財産を活用しようとしてい

る都内の中小企業等に対して、担当者が訪問し知的財産を有効活用するためのアドバイス

支援や普及啓発活動を行った。 

（5）海外権利化支援事業（中小企業等海外展開支援事業費補助金） 

海外への事業展開等を計画している中小企業等に対して、発明、実用新案、意匠又は商標の

海外での権利化に係る費用の半額を助成する特許庁補助金事業の事務局を務めた（360 者 509

件を採択）。 

（6）中小企業等の海外知的財産活動支援のための分析に関する調査 

特許庁からの請負事業として、中小企業等外国出願支援事業費補助金等の補助事業者及

び当該補助金を利用した中小企業等に対するアンケート調査の分析を通じたフォローアッ

プ調査を行い、当該補助金制度の改善に向けた検討を行うとともに、支援案件の進捗状況

や海外における権利侵害の経験等、中小企業等の海外における知的財産活動の分析を行っ

た。 

（7）知財力開発校支援事業 

（独）工業所有権情報・研修館からの受託事業として、高等学校及び高等専門学校に対する知

財学習を実施するため、支援金給付、指導方法に関する研究会の運営等を行った。併せて、知財

学習導入のモデルとなる 10校における取組事例を紹介するパンフレットを作成するとともに、知財

学習に協力可能な企業等の情報を連携先リストとして取りまとめた。 

 

（8）知的財産権制度説明会（初心者向け） 

   （独）工業所有権情報・研修館からの請負事業として、同館が動画配信にて開催した「知的財産

権制度説明会（初心者向け）」で使用するテキスト及びパンフレットを希望者に送付した。 

 

（9）東北地域知財普及啓発・ネットワーク強化事業 

東北経済産業局からの請負事業として、地域の支援機関及び特許庁、（独）工業所有権情報・研

修館、日本弁理士会、日本商工会議所の 4 者の共同宣言による知財支援ネットワーク強化のため、

商工会議所及び金融機関（地方銀行及び信用金庫・信用組合等）等を対象としたセミナーの開催

並びに知財活用の事業におけるメリットを伝える知財活用事例集の作成を行った。 

 

 

10．46道府県発明協会との相互連携 

地域の発明協会と連携し、特許庁等が主催する各種事業の着実な実施に努めた。 
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11．公益社団法人発明協会に対する特定寄附（公益目的支出計画における特定寄附） 

発明奨励等の公益目的事業を実施する公益社団法人発明協会に対し特定寄附を行った。 

 

 

12．会員サービスの拡充 

当協会のホームページ等を通じ、当協会の事業活動及び知的財産関連情報を広く会員に

提供した。 

 

 

13．広報活動 

当協会のホームページ等を通じ、科学技術及び知的財産権に関する情報を広く一般に提

供するとともに、国内外に向けて当協会事業の周知に努めた。 
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Ⅰ－Ⅱ．事業報告書の附属明細書 

 

 

 

令和 6 年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」第 34

条第 3 項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないの

で作成しない。 

 

 

 

 

令和 7年 5月 

一般社団法人 発明推進協会 
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以上の通り相違ありません。

岩 井 良 行

　令和６年度事業報告書及び財務諸表並びに公益目的支出計画実施報告書について

監査した結果、いずれも適正かつ適法であることを認めます。

荒 田

岩 子

令和７年５月２１日

令和７年５月２１日

一般社団法人   発 明 推 進 協 会

会　長

監査役 慎　太　郎

監査役 眞　由　美
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